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  Because of its rapid economic growth in the past three decades,Taiwan ,at present, seems 
close to being one of several mature industri al economies which are referred to collectively 

as the Asian Newly Industrializing Economies (A-NIES). However, as a result of its good 

economic performance, Taiwan has come to encounter some difficulties in making further 

economic progress. For example, the recent curtailment of the U.S. market for Taiwanese 

exports of consumer goods has been accompanied by an increasing trade deficit with Japan , 
caused by its dependence on imports of Japanese capital goods. 

  Since 1987, increases in domestic demand have accounted for a greater proportion of 

Taiwan's overall growth rate than has growth in exports . In these circumstances, it is 
necessary for Taiwanese enterprises to develop either more competitively priced products , 
or higher quality products whose differentiation is capable of responding to increasingly di-

verse customer needs. Furthermore, they must reorganize their marketing activities to suc-

cessfully deal with the furious competition which characterizes today's global marketplace . 
  At present, there are approximately 100 business groups in Taiwan , which account for 

one-third of its GNP, and play an important role in the internationalization of its economy 

through increasing foreign direct investment and the global shifting of production bases . 
  For example, the Tatung business group (which is the biggest in the electronics industry) 

is eager to expand its foreign markets, especially those in the developed world , such as 
Japan and the United Ststes. It aims to do so by shifting its main product base away from 

household appliances to personal computers and their peripheral materials , which are the 
most powerful exports in the Taiwanese manufacturing industry . They also seek to shift 

their bases of production to low-cost Southeast Asian countries, or China, in order to main-

tain their comparative advantage in international markets. 

 The Far-Eastern Texitile Business group, which was once famous for being the leading
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producer in the Taiwanese textile industry, is now making efforts to strengthen the interre-

lationship among the individual companies in the group. 

 The Far-Eastern Textile Co., for example, has fostered a closer connection with the Far-

Eastern Department Stores, in order to develop its domestic market. Moreover, it has re-

cently sought to strengthen its financial foundation by establishing the Far-Eastern Interna-

tional Bank. This overall reorganization along the lines of a conglomerate is one of the key 

strategies of the group. 

 There are two vital issues facing Taiwanese business groups. The first is their strategy 

for competing with products from mainland China, where many Taiwanese enterprises have 

expanded, and, as a result, have transfered their management resources and production 

technology. They need to develop value-added manufacturing processes in order to maintain 

their competitiveness in international markets. The second issue is how to ameliorate the 

trade deficit with Japan. It is necessary for Taiwanese business groups to improve their 

market research in Japan, and to increase their expenditure on R&D, in order to free them-

selves from their dependence on Japanese capital goods and high-technology components.

はじめに一台湾経済の現段階とその課題

1台湾の一人当た りのGNPは1992年 には1万 ドルを突破 し,そ の所得水準からすれば 「発展途

上国」 との形容は最早あてはまらない。この数年の経済成長率 を見ても,い わゆる 「四小竜」の

中でも最 も高い水準 を維持 してお り,台 湾は世界の成長センターたる西太平洋地域の中でも,特

に良好な経済パーフォーマンスを誇ってきたと言えよう。(表1参 照)

このような経済発展成果をもたらした最大の要因が,1960年 代後半期から推し進め られた輸出'

指向工業化路線にあったことは今 日では広 く知られるところである。特恵財閥育成型の韓国とは

具体策が異なったにせよ,狭 隘な国内市場に依存せず,輸 出払い戻 し税や保税加工区設置に代表

される財政政策重点の輸出支援ガイ ドラインと,そ れに呼応する形で台頭 した,数 十万社にもの

ぼる大小多 くの民間企業群が果敢な企業家精神 を発揮 したこととがあいまって,台 湾は比較優位

業種 を高度化 しつつ工業化を加速 してきた。政策転換が本格化 した1965年 から1990年 までの四半

世紀問の年平均輸出増加率は22%を 超 え,こ の間のOECD加 盟諸国間のそれ(6.5%)に 比べ

ても三倍以上のハイペースで輸出を伸ば してきたのである。この期間の台湾の総輸出に占める工

業製品比率およびGDPに 対する総輸出額比率の急速な伸長ぶ りを見れば,同 国の経済成長が工

業製品の輸出と表裏一体の関係をなして きたことが伺われる。(表2参 照)

しかし,'こ れまで台湾の経済発展 を支えて「きた内外の環境 は,こ の数年に著 しく変動 してお り,

「輸出工業立国」 としての地位 にも変化の波が打 ち寄せている。ごく大要に言って しまえば,こ

れまでの台湾の輸出指向工業化はアブソーバー(製 品吸引者)と しての米国と,資 本財 ・中間財

供給者 としての日本 という環太平洋の二大経済力に依存す る形で成 し遂げられてきたわけ滑が,

NAFTA(北 米貿易自由協定)以 降のローカル=コ ンテンツの上昇やスーパー301条 の復活 と

再適応アクションなどに見られるように,米 国のアジアNIESに 対する保護主義的圧力は近年

とみに強 まっている。台湾への輸出自主規制や対米貿易黒字是正を狙った関税率引 き下げの圧力,
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表1台 湾のGNP/人,お よび経済成長率(1986-1993年)

年 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993

GNP/人(US$)

経済成長率(%)

3,993

12.6

5,275

11.9

6,333

7.8

7,512

7.3

7,954

5.0

8,788

7.2

10,202

6.0

10,566

6.2

出 所:行 政 院 経 済 建 設 委 員 会,"TaiwanStatisticalDataBook1994"及 び ア ジ ア 開発 銀 行,"AsianDevelopmentOut-

100k1994"よ り作 成 。

表2台 湾の工業製品輸出/総 輸出,総 輸出/GDP比 率(%)

年 1970-79平 均1980-84平 均1985-89平 均

A.工 業製品輸 出/総輸 出

B.総 輸出/GDP

80.689.591.8

29.748.050.0

出 所:OECD,"EconomicInte9「ation,OECDEnonomiesandDynamicAsianEconomies

andCEEq"Paris,1993.

或いは通貨台湾元の切 り上げなどの一連の措置なども勘案すれば,台 湾製造業 にとっての最大の

市場であった米国市場の相対的縮小は避けられない情勢であろう。実際,台 湾の対米出超額 ・対

米輸出シェアは1980年 代半ばを境に して既 に減少へ転 じてお り,総 輸出に占める対米出超額は

1993年 には1986年 の半分以下,出 超比(対 米出超額/総 輸出額)に おいて も1割 を割 り込む水準

にまで低下 している。(表3参 照)

第二はこれと対照 をなす対 日貿易赤字の拡大である。もともと台湾の工業化が先進諸国,と り

わけ日本か らの資本財 ・中間財供給 に依存する形で展開した という過去(1950～60年 代)の い き

さつからして,経 済開発初期段階において対 日貿易赤字が暫 く続いたのはやむおえないことでは

あった。しか し問題 となるのは,そ の時点から既に四半世紀 を経て,電 気電子や化学工業品など

の技術集約的製品の輸出が大宗 となるまでに至 った今 日でさえ,台 湾製造業の生産構造の中に対

日資本財依存が ビル トインされしまい,そ れが容易に払拭出来ない という状況である。例えば,

1993年 の日本からの輸入品上位品 目は電気機器 ・部分品(対 日輸入全体の26.5%),一 般機械 ・

部分品(同20.8%),輸 送機i器(同8.6%),鉄 鋼(同7.9%)と いった中間財 ・資本財であった し,

製造業の主役 となりつつあるコンピュータ産業では中枢部品であるメモ リ(DRAM)や 液晶デ

ィスプレイ,大 型ブラウン管などの高度技術基幹部品については全面的に日本からの輸入に依存

しているのが現状である。団 こうした構造 こそが対 日貿易の赤字 を解消で きないどころか,む

しろ入超比(対 日入超額/総 輸入額)を2割 近 くまで増大させている根本的原因なのである。

(表4参 照)

さらに国内要因 として,経 済発展の結果もたらされた賃金の上昇,環 境規制による工場立地上

の制約,拝 金主義の横行,中 間層の形成 とそれに伴 う民主化の潮流,「 開発独裁体制」の行 き詰

まり等々の社会的 ・経済的諸矛盾の顕在化,い わゆる 「NIES症 候群」の存在 を挙げよう。特

に,近 年の賃金の上昇は表5,表6に 見るように労働生産性の伸びを大 きく上回る程 に急激であ

り,と りわけ,1970年 代中葉 まで輸出を主導 してきた紡織,服 飾,皮 革業などの労働集約的製造

業種では,国 内生産の停滞 と賃金コス トの上昇によって比較優位が急速 に失 われている状況(表

6中 の賃金 ・生産指数比率 αで,α>1の 時,労 働コス ト面か ら見た比較優位性は劣化する)が

推察できる。
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表3台 湾の対米輸出額,出 超額(カ ッコ内は1986年=100と した指数)

及び総輸出額に対 するシェアの推移 (単位:US百 万 ドル)

年 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993

対米輸出額(A) 19,013

(100.0)

23,685

(124.6)

23,467

(123.4)

24,036

(126.4)

21,746

(114.3)

22,321

(117.3)

23,572

(124.0)

23,484

(123.5)

対米出超額(B) 13,581

(100.0)

16,037

(118.1)

10,460

(77.0)

12,033

(96.0)

9,134

(67.2)

8,207

(60.4)

7,800

(57.4)

6,762

(49.8)

総輸出額(C) 39,861

(100.0)

53,679

(134。7)

60;667

(152.2)

66,304

(166.3)

67,214

(168.6)

76,178

(191.1)

81,470

(204.4)

84,927

(213.1)

対 米輸 出 シェア

(A/C)(%) 47.7 44.1 38.7 36.2 32.3 29.3 28.9 27.7

対 米出超比

(B/C)(%) 34.1 29.9 17.2 18.1 13.6 10.8 9.6 8.0

出所:表1に 同 じ

表4台 湾の対 日輸入額,入 超額(カ ッコ内は1986年=100と した指数)

及 び総輸入額に対するシェアの推移 (単位:US百 万 ドル)

年 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993

対日輸入額(A) 8,255

(100.0)

11,841

(143.4)

14,825

(179.6)

16,031

(194.2)

15,998

(193.8)

18,858

(228.4)

21,767

(263.7)

23,186

(280.9)

対 日入超額(B) 3,694

(100.0)

4,855

(131.4)

6,054

(163.9)

6,966

(188.6)

7,661

(207.4)

9,669

(262.6)

12,873

(348.5)

14,222

(385.0)

総輸入額(C) 24,182

(100.0)

34,983

(144。7)

49,673

(205.4)

52,265

(216.1)

54,716

(226.3)

62,861

(260.0)

72,007

(297.8)

77,061

(318.7)

対 日輸入 シェア

(A/C)(%) 34.1 33.8 29.8 30.7 29.2 30.0 30.2 30.1

対 日入超比

(B/C)(%) 15.3 13.8 12.2 13.3 14.0 15.4 17.9 18.5

出所:表1に 同 じ

台湾企業はこうした状況への対応策 として,東 南 アジア諸国や中国大陸への生産拠点移転 を進

めてきた。海外投資が活発 となった過去5年 間(1989～93年)だ けでも,ブ ルネイを除 くASE

AN5ヶ 国への直接投資額 は認可ベースだけで20億9331万 ドル,ま た1991年 から始まった対ベ ト

ナム投資は3年 間で1億9570万 ドルに達 した。[・2]さらに第三国経由(主 として香港経由)の 中

国大陸投資も伸びが著 しく,台 湾側窓口である投資審議会の捕捉値によれば,1991～1993年 累計

で35億8960万 ドルにものぼる巨額の資本が進出 している。圖後発諸国への生産拠点シフ トの活

発化に伴い,台 湾企業のグローバ リゼーションと発展のダイナミクスは一段 と拡大する様相 を示

している。 しか しその反面で,中 小企業を中心 とした海外投資熱の高ま りは,本 来追求 さるべ き

高付加価値製品や多機能商品の開発努力を台湾国内において消極化させるという負の側面 も持ち

合わせてお り,彼 らが有力なサポーティング ・インダス トリーズ企業へ と成長 してゆくことを困

難なものとしているのも,ま た事実である。経営資源移転 に伴 う東南アジア諸国や中国のキャッ
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表5台 湾製造業の労働生産性上昇率と賃金上昇率(%)

年 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992

労働生産性上昇率(A)

賃金(時給)上昇率(B)

7。1

7.7

7.9

9.3

7.5

12.5

10.2

16.5

7.8

14.6

10.9

10.9

3.9

10,3

賃金 ・労働生産性比率(BンA) 1.08 1.18 1.67 1.62 1.87 1.00 2。64

出所:台 湾省経建会規画処,『 就 業市 場年報』1992年 版 よ り作 成

表6台 湾主要製造業の工業生産指数と賃金指数の推移 (1986年=100)

年 1987 1988 1989 1990 1991 1992

A.工 業生産指数

製造業全体 111.1 115.6 119.8 118.1 126ボ7 131.2

紡織業 104.7 94.0 83.5 73.5 59.1 52.2

ガー メン ト服飾業 102.7 85.6 83.9 75.8 75.1 65.6

皮革業 100.9 95.9 93.5 86.0 90.1 73.1

プラスチ ック製品業 113.2 113.1 109.3 112.7 117.1 121.3

機械業 117.8 134.0 137.4 139.5 149.4 159.9

電子電機業 123.7 136.3 142.5 141.2 154.0 161.6

B.賃 金指数

製造業全体 101.3 106.0 112.1 119.0 119.0 126.5

紡織業 103.7 119.8 116.8 114.6 112.5 112.9

ガー メン ト服飾業 100.5 116,6 119.3 127.1 130.4 144.9

皮革業 111.6 123.5 125.3 124.8 116.5 136.0

プラスチ ック製品業 96.6 98。2 99.8 103.9 109.3 118.4

機械業 98.8 99.1 、 114.9 125.4 126.1 135.9

電子電機業 95.7 96,4 103.9 111.8 109.4 113.9

C.賃 金 ・生産指数比率(B/A)

製造業全体 0.91 0.92 0.94 1.00 0L94 0.96

紡織業 0.99 1.27 1.40 1.56 1.90 2.16

ガー メン ト服飾業 0.98 1.36 1.42 1.68 1.74 2.16

皮革業 1.10 1.29 1.34 1.45 1.29 1。86

プラスチ ック製品業 0.85 0.87 0.91 0。92 0.93 0.98

機械業 0.84 0.74 0.84 0.90 0.84 0.85

電子電機業 0.77 0.71 0.73 0。79 0.71 0.70

出所:台 湾省経済部統計処 『工業生産統計月報』,行政院主計処 『薪資与生産力統計月報』数値よ

り作成

チアップ等の要因を勘案すれば,台 湾製造業が早晩,国 際市場で厳 しい競合局面を迎えることに

なるのは避iけ難いだろう。[・4]

そ して,NIES経 済の構造調整過程の最 も重要な帰結 として,台 湾経済が内需主導型経済に

転換 しつつある点を指摘 したい。これまでの急速な経済発展の結果,富 裕な中産層が広汎に形成

されてきたことは内需拡大の基礎的条件となった。1986～1987年 の二桁の経済成長は輸出増加 に

起因 したものだったが,そ の後,実 質国内総支出増加の構成別寄与度では1987年 を境 として民間
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消費支出 ・総固定資本形成等の内需要素が輸出の寄与度 を上回るに至る。圏表7に 示 した前者

2項 目の顕著な増加ぶ りは,間 接的なが らも内需の拡大 を示す ものと言 えよう。また,台 湾政府

自体 も内需主導型経済転換に向けての政策誘導を試みてお り,現 在の長期計画 としての 「国家建

設六力年計画」(計 画年1991～1996年)で は,貿 易黒字の劇的圧縮(GNP比 率で6年 間で十分

の一以下)を 計 り,国 際収支の均衡を目指すとの 目標が打 ち出されているのである。[・6]適度な

輸出に加えて内需が成長を支えるという成長システムによって安定的経済発展が維持で きるなら

ば,そ れは台湾政府当局が危惧するような産業空洞化=「 研究開発 と技術革新無 き資本逃避」を

回避 しうる有力 な内的条件 となるに違いない。ただし,現 在の台湾の発展段階を考慮するならば,

事の成否を決めうる経済主体はもはや政府や官営企業群ではなく,民 間企業の経営行動,と りわ

け彼等の国内外 におけるマーケティング戦略 に他 ならない。彼等が内には輸入製品との競合をい

かに して勝ち抜 き,ま たその一方で,富 裕 となった台湾民衆の多様化 しつつある消費ニーズに対

応するため,高 規格商品をいかに開肇 し,流 通ルー トに乗せ得るか,さ らには国際市場 において

は難化 しつつある販路拡大事業をいかにして推進 してゆくかとい う点に,中 進工業国からの飛躍

を目指す台湾経済の将来がかかっていると言っても過言ではあるまい。

以上列挙 した諸課題 を踏まえつつ,本 論文では,特 に台湾の民間大型企業集団(財 閥)が 展開

しつつある国内お よ、び海外での生産体制の再編状況と,マ ーケティング戦略の在 り方を検討 し,

台湾経済に生起 しつつある新潮流を考察 したい。

表7台 湾の民間最終消費支出と総固定資本形成(実質,1986年 価格)

(カッコ内は1986年=100と して指数化,単 位:百 万台湾元)

年 民間最終消費支出 総固定資本形成

1986 1,366,466(100.0) 517,461(100.0)

1987 1,520,159(111.2) 613,447(118.5)

1988 1,719,249(125.8) 702,764(135.8)

1989 1,941,644(142.1) 810,208(156.6)
丶

1990 2,082,307(152.4) 872,362(168.6)

1991 2,224,264(162.8) 943,651(182.4)

1992 2,419,278(177.0) 1,075,927(207.9)

1993 2,613,163(191.2) 1,168,925(225.9)

出所:日 本銀行刊,『 外 国経済統計 年報』1993年 版 よ り作

成

第1節 台湾財閥企業集団の現状と比重

1992年 現在,台 湾には主務官庁である経済部が把握 しているだけで90万 社以上の企業が活動 し

ている・そのうち約97%(87万1726社)は いわゆる中小企業r・]だが,そ の対極には約100グ ルー

プにのぼる民間大型企業集団が存在 している。・その多 くは近1～2世 代の間に台湾経済の発展 と

共に成長 してきた同族経営的企業集団であ り,出 自や経営形態か らして,戦 前の我国の財閥に類

似 した特色 を持 っている。台湾の民間シンクタンク中華徴信社が隔年で発刊 している 『台湾地区

集団企業研究』最近版(1994/95年 版)に よれば,財 閥の ク認定資格 〃としては一定の構成上,

結合上,財 務上諸条件 を満たす ことが必要とされるが圖,そ の要件 自体は政府経済部やマスコ

ミにも広 く受入れられているものであ り,筆 者もまたこれを緩用することで,諸 条件 を満たす
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101の企業グループ(1992年 現在)を 「財閥企業集団」 と規定 したい。

これら財閥企業集団が台湾経済に占めてきた比重は,工 業化の展開過程において極めて大 きな

ものがあった。すなわち,こ の20余 年の間,彼 等の雇用総数は概ね台湾人口の5%前 後を占める

に過 ぎなかったものの,営 業収入総額では同国GNPの 四分の一弱(1970年)か ら三分の一強

(1988年 以降)の 巨額 を占有するまでに拡大 してきた。(表8参 照)

表8台 湾財閥企業集団の経済的地位にかんする主要指標

年 1970/71零 1975 1981 1986 1990 1992

企業集団数 100 106 100 97 101 101

企業集団雇用者数(A:千 人) 235 286 308 335 397 436

全 雇用者数(B:千 人) 4,738 5,521 6,672 7,733 8,283 8,632

企 業集団雇用者率(B/A:%) 4.96 5.18 4.62 4.33 4.79 5.05

企業集団総営業収入額(C:億NT$) 547 1,655 5,076 8,402 16,886 18,727

GNP(D:億NT$) 2,264 5,567 16,945 27,742 43,270 53,018

営業収入額/GNR比(C/D:%) 24.16 29.73 29.96 30.31 39.02 35.32

*営 業収入 ・GNPは1970年 数値,雇 用 者数は1971年 数 値。

出所:中 華徴信社刊 『台湾地区集団企業研 究1994/95年 版』 よ り作成

しか し,こ れ らの企業集団が当初から巨額の資本を有 し,一 貫して安定的な経営を続けてきた

というわけではない。一例 として,同 国最大の財閥であり,今 日では世界最大のプラスチック製

品の製造メーカーでもある台湾塑膠集団の場合 を挙 げれば,そ の総帥である王永慶氏は元は一介

の木材商から身を興 した立志伝中の人物であり,当 時(彼 が最初の会社を興 したのは1954年 のこ

とである)に あっては氏 の先見の明と果敢 な起業家精神だけが,台 湾初の塩化ビニル樹脂生産と

化繊工業における垂直的一貫生産システム確立へのサクセスス トー リーへの道を切 り拓 く経営 資

源であり,同 集団にして も,今 日の地位 を築 き上げるまでには可烈な企業間競争を勝ち抜かねば

ならなかった。さらに言えば今 日において さえ,財 閥企業集団の地位はけっして磐石なものとは

言えない。規模が大型化 した今 日にあって も,同 族的な経営体質は容易 に変革で きるものではな

く,そ のことが しばしば過去の因習や商習慣 を引きず り,経 営戦略が時代 に適合 しなくなる,と

いうことも応々に起 こりうる。或いは,集 団の大型化から不可避的に生 じる所有 と経営の分離や

株式の公開などの経営近代化策が遅延することによって,経 営体質の老朽化と資金調達 に行き詰

まりが生 じ,不 明朗 な財務管理が原因 となって崩壊にまで至った大型企業集団 も少なくはない。

[・g]台湾の財 閥企業集団は,経 済のボーダー レス化を背景 とした生産 ・流通メカニズムの構造調

整が迫られる状況の中にあっては,過 去 よりもなおいっそ う,「マネージメント・リフォーメー

ションを怠たる者 に明 日はない」という厳 しい競合環境の下に置かれているのである。

これまで,彼 等の発展方向の中にはコングロマ リット化を追求するもの,或 いは保険 ・信託会

社を中心 として金融 コンッェルン化を目指すものなど,多 様な指向性が見られた。しか し総 じて

言えることは,彼 等の成長は海外市場にで はなく,主 として国内市場 に依拠する形で達成されて

きた,と いうことである。例えば,徐 照彦教授(名 古屋大学)が1982年 に行なった市場占有構造

研究によれば,当 時の輸出総額約318億 ドルのうち,60%強 は規模500位 以下の中小企業,個 人貿

易商約1万2000社 が占め,輸 出の多 くを非財 閥系企業が担っているのに対 して,国 内市場の場合

は63.6%が 規模上位500位 以内の大企業(官 営 ・外資系企業 を含む)に よって占められていた,
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との結果が報告 されている。[・、0]このような傾 向は現在で も基本的に変わってお らず,1991年 製

造業全体の営業収入5兆1780億 台湾元中,営 収1億 台湾元以上の大企業が占める割合は73%に も

達する一方で,同 年に1兆1620億 台湾元 を稼 ぎ出した海外貿易 を担 った業者は,実 に3万8728社

にも達 していた。pu]ま た,1993年 刊の台湾初の 『中小企業白書(白 皮書)』 によれば,前 年の海

外:貿易総収入の55.9%に あたる455億5600万 ドルについては中小企業が稼 ぎ出した もの と分析 し

てお りP12],財 閥企業集団による国内市場の寡占化傾向と輸出に活路 を見出す中小企業 という,

台湾企業活動の 「棲み分け」現象が容易 には解消するものではないことが確認できる。言 うまで

もなく,そ れは国内市場から疎外 された中小企業の活力が輸出に振 り向けられた結果 に他ならな

いが,逆 に言 えば,台 湾の場合は他のNIES(た とえば韓国)の 財閥企業集団ほどには輸出指

向力が強 く働かなかったことを表 わしてお り,中 小企業 に比べて彼等の輸出競争力が充分に鍛 え

られてこなかった歴史的経緯が伺われるのである。事実,繊 維製品やエレク トロニクスなど,い

わば戦略的輸出商品を主製品 とす る財 閥企業集団の中核企業での販売 シェアを比較 したとき,海

外シェアが5割 に達する企業は少な く,韓 国の三星物産(三 星グループ中核企業)や 現代総合商

事(現 代 グループ中核企業)の それらが6～7割 にも達 しているの とは乖離が見 られる。el3]台

湾財閥にとって,海 外マーケティングの活性化とそれに応 じた輸出競争力育成は,ま さに火急の

課題 となっているのである。

また一方で,こ れまで比較的安寧を保ってきた国内市場における優位性 にも疑問が生 まれ始め

ている。表9に 見 るように,た とえば台湾のASEAN諸 国(ブ ルネイを除 く)か らの輸入は

1986年 よ り1992年 までの7年 間だけでも四倍にも増加してお り,後 発諸国のキャッチアップによ

って繊維や食品加工などの莱種での比較優位は既 に過去のものとなりつつある。またこの間,台

湾では延べ1万2457件 の関税引き下げが断行 され,平 均 関税率(名 目)が8.89%(う ち製造業品

目の平均値は6.53%)に まで下降 したために,先 進諸国か らの高規格商品 も流入 し,そ れらとの

競合もまた不可避の趨勢である。豊か さの達成 とともに派生 してきた消費者ニーズの多様化 と高

度化 に対処するために,財 閥企業集団 もまた厳 しい対応 を迫 られているのが現状である。

表9台 湾のASEAN五 力国か らの輸入総額

(US百 万 ドル,カ ッコ内は1986年=100と した指数)

年 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992

輸入額

(指数)

1,514

(100.0)

2,213

(146.2)

2,881

(190.3)

3,111

(205.5)

4,014

(265.1)

4,911

(324.4)

6,062

(400.4)

出所:中 華民国台湾省財政部 『進出口統計月報』より作成

内外で難化 しつつある経営環境の中で,彼 等が採 りうる打開策は,お そらく以下二つのオプシ

ョンである。すなわち,

(1)大型企業集団と言えども,一 方的に国内市場に依存するだけでは経営に限界が生 じることは明

白である。そのために,よ りいっそうの海外マーケティング推進の中で,企 業のグローバ リスム

化 と国際市場への浸透を図ることに活路 を求める企業戦略を重視する。(グ ローバ リズム指向型)

(2)現段階で比較優位 を喪失 しつつある"斜 陽産業"の 生産拠点の海外シフ トを推進 しコス ト面で

競合可能な製品を生産するとともに,台 湾国内では多機能 ・高付加価値商品の開発製造に重点 を

お き,国 内流通メカニズムの再編 ・近代化努力 と併せて,拡 大する内需への対応を図る企業戦略
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を重視する。(国 内マーケティング指向型)

それ らの代表例 として,以 下 では今 日の台 湾の主力産業 に成長 したエ レク トロニクス関連企業

集 団の 中で,早 くか ら(1)に重 点 を移 して きた大 同(Tatung)財 閥 を,ま たかつ ての高度 成長 を支

えて きた繊 維関連企 業集団の 中で国内流通販売体 制の再編 を急 ピ ッチに進め,(2)の 指 向性 を強 め

る遠東紡織(Far-EeasternTextile)財 閥 をケ ースス タデ ィー と して取 り挙 げる。

第2節 大同企 業集 団のグローバル ・マーケテ ィング

大同財閥は中核企業大同股扮有限公司を頂点として,台 湾国内に20余社(学 校法人含む)を 抱

える家電 ・エ レク トロニクス産業関連企業集団である。1992年 の集団の資産総額は594億9100万

台湾元(企 業集団中15位),総 従業員2万9824人(同4位),営 業収入は520億4200台 湾元(同10

位)で あり,そ の歴史,経 営規模 と地位か らして,文 字通 り台湾最大のエレク トロニ クス関連財

閥 と言えよう。Pl4]同集団の総帥林梃生氏は本省人であり,1949年 の国産扇風機製造以来,台 湾

初の家電メーカーとして 「産品多元化」の経営方針の下,1960年 代にはラジオ,テ レビ,変 圧器,

洗濯機等へ と事業 を拡大する傍 ら,経 営 の革:新を進め,台 湾初の社員持株制採用,株 式公 開

(1957年)等 を通 して体質の近代化 を計って きた。 また1960年 代後期か らは大同電子(1966年),

福華電子(1970年),中 華映管(1971年)、 大同電脳公司(1973年)等 を設立 し,電 子,情 報通信,

表10大 同企業集団の主な技術提携外資一覧(主 要企業抜粋)

企業国名 企業名 技術提携年 提携期間(年) 提携品目

米国 ABBPOW-

ERT&D

GE

オ ー チ ス

サ ン ライ ズ

RCA

PPG

CADTRAK

IBM

1991

1991

1984

1989

1991

1981

1990

1992

7

10

5

5

5

5

単相 ・三 相電気メー ター

電 ・変圧器

エ レベ ーター,エ スカ レーター

コンピュータハ ー ドシステム

VTR,カ ラーTV,モ ニター

塗料,漆 類,自 動車底盤 ペンキ

コンピュータハ ー ドシステム

コンピュ ータ処理系統

日本 寒 東 芝

ビクター

古河電気工業

富士電気化学

日本精機

アルプス電気

東洋電機製造

ほか

1983～

88

1982～89

1992

1985-90

1991

1985

1986

8～

10

7

5-10

5

10

10

冷蔵庫,洗 濯機,圧 縮機,カ ラーTV,

空中遮断機 など

VTRな ど

通信 電送

酸化 鉄コアな ど

オー トバイメー ター,自 動車計測器

TV調 節機

直流 電動 機

オラ ンダ フィリ ップス 1983 10 デジタル音響 デ ィス クシステム

ドイツ M&C 1989 5 変圧器

*注:日 本メー カー と してはこの他,富 士通 が1985年 に合弁 として「大同富士通股扮有限公司」を設立 し,大 同
グルー プの傘下企業 となってい る。

出所:中 華徴 信社,『 台湾地 区集 団企 業研 究』92/93年 版お よび94/95年 版 より作成。
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コンピュータ部門にも本格的に参入するとともに,特 に1980年 代からは技術開発能力のボ トムア

ップのために,日,米,欧 州諸国の先発 メーカーとの技術提携 を積極的に進めてきた。(表10参

照)1993年 現在,大 同財 閥は家電,情 報機器,工 業機器(重 電)の 三大部 門で400種 類 を超す
"T
atung"ブ ランドを産み出 している。その主力商品は今 日ではコンピュータ及びその周辺機器

である。1983年 と1993年 の大同企業集団及び中核企業大同公司の営業収入 とその製品別売上げ割

合を比較 した ものが図1で ある。十年間における主力商品の大 きな推移ぶ りが見てとれる。

図1.大 同企業集団及び大同公司の営業収入と製品別売上割合比較(単 位=億 台湾元)

出所:大 同公 司刊行 、『大 同公司民 国八 十二年度年報』(1994年6月 ・台北)よ り作 成

大同財閥の集団組織図(図2)に 見 るように,集 団の経営は梃生氏が会長(董 事長)を 勤める

大同公司が中枢 とな り一元的に掌握 しているが,現 在は子息の蔚山社長(総 経理)に 経営権が移

行 しつつある。大同公司の経営戦略が集団全体 を事実上支配するという 「親子型」関係 こそが,

この集団の特徴である。そ して他の企業集団とは異なり,こ の関係の下で大同財閥は 「市場多国

化」の経営方針 にのっとり,台 湾の輸出指向工業化が始まらた早い段階から積極的に輸出業務 と

海外支社作 りに乗 り出してきた。当初はOEM(相 手先ブランド品製造)か ら始まった大同集団

の商品輸出は,1970年 代に入ってか らは更に自社ブラン ドの扇風機,ラ ジオ,白 黒テレビへと順

次拡大を遂げ,販 路拡大 と現地生産のためにシンガポール(1972年),米 国(1972、1983、1985年),

香港(1976年),英 国(1981年),ル クセンブルグ(1981年)に 海外支社,米 英両国には生産工;場

が建設 された。米国の子会社TatungofAmericaが1970年 代末には米国でも最大手の扇風機メー
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図2.大 同企業集団組織図
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大同園藝公司

尚志精機公司

大同壓鑄公司

大同富士電化公司

出所:中 華微信社、『台湾地区集団企業研究1994/95』より作成

表11大 同企業集 団の経営業績 と財務状況(%)

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992

営業取益成長率(前年比)

純益率

自己資本利益率纏

自己資金率辮

20.16

2.95

16.66.

15.87

16.08

2.90

17。32

17.57

13.80

4.43
.

22.07

22.55

一14 .46

4.96

18.80

26.17

一2 .15

0.77

2.42

28.85

18。14

1.08

3,51

25.76

16.15

3ポ00

10.09

27.72

純利益(税 込み)*純益率= ×100

営 業収入総額

純利益
**自 己資本利益 率=(年 度初 自己資本額

+年 度 末自己資本額)×2

自己資本
***自 己資金率= ×100

・総資産額

出所:中 華徴信社,前 掲書 より作成

×100
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カーに成長 したり,英 国子会社の手に成 る8ビ ッ トパソコン商品"Einstein"が1980年 代 にヨーロ

ッパでヒットしたなどの成功談はよく知 られている。[・15]

しかし表llに 示す ように,大 同財閥の営業実績は1986年 の大増収を境に漸減 し,1989～90年 に

は営業収益成長率がマイナスに転落するなど,低 迷が続いてきた。中核企業大同公司に限って も,

1989年 の営業収入は前年比5.6%増 と踏み留まった ものの,1990年 には10.6%も の減収 を計上 し,

1989～91年 は無配状況が続いたのである。1993年 の営収総額は316.1億 台湾元だったが,こ れも

前年比4.51%の 減収である。[・16]これは主 として,家 電,情 報機器部門の国内販売競争激化や関

税引き下げに伴 う先進諸国メーカーとの競合(特 に日本 メーカーの安価 な海外生産品の流入)や,

台湾元高による輸出の伸び悩み等の複合的マイナス要因によるものであ り,生 産コス ト削減努力

がそれらに追いつかず,純 益率でも大幅な低落が見てとれる。 自己資金率が3割 を下回る(し た

が って負債額が大きく,利 息負担 も重い)現 状では合理化への資金集中も困難で,土 地資産の切

り売 りによる資金充当にも限界があることは明 らかである。

大同財 閥の国内市場開拓努力 には相当に見るべ きものがあり,1960年 代か ら日本のメーカーに

習って特約店を台湾省内に張 りめぐらすなど,チ ェーン店方式のシェア拡大に一定程度成功 を収

めて きたが,既 に国内では主要家電製品は一通 り行 き渡って しまった。ヒ、7]今後の活路 は海外市

場に求める他はないが,大 同公司家電製品の内外販売比 はほぼ9対1で 固定 してお り,今 後家電

製品に国際競争力が備わってゆくとの展望は描 き難い。言うまでもな く,収 益力回復のカギを握

るのはパ ーソナル ・コンピュータとその周辺機器,通 信機器を含む情報機器部門である。台湾の

コンピュータ生産は著 しく発展 してお り,1993年 には生産額で2373億 台湾元 と,10年 前の実に10

倍(1982～93年 平均伸び率はll.3%)に 達 している。また,『アジア太平洋地域のパ ソコン出荷台

数 も1994年 に約790万 台(前 年比37.8%増)と 近年大幅な伸びを示 しており,需 給両面において,

台湾の電子産業にとってはまさにビッグチャンスが訪れている観がある。[・、8]表12からも分かる

ように,大 同公司の情報機器部門は極めて輸 出指向性の強いものであり,同 社の1993年 輸出入総

額8億8870万 ドル(輸 出5億2150万 ドル,輸 入3億6720万 ドルー全製造業中5位 実績)の うち,

8割 以上が情報機器関連取 り引 きであった。また企業集団全体か ら見ても,電 子産業主力化動向

を反映 して,パ ソコンモニターを扱 う中華映管公司の営収増加率は1989年14.4%,1990年25.2%,

1993年21.5%と,低 迷が 目立った集団の中にあっても大幅増 を示 してお り,輸 出額において も

1991年2億3960万 ドル(全 製造業中10位),1992年2億7190万 ドル(同13位),1993年3億1660万

ドル(同ll位)と 好調を維持 しているのが注目される。また傘下企業で通信機材を製造する台湾

表12大 同公司近5ケ 年(1989-93年)の 家 電製品,情 報機器の国内 ・海

外販売実績(単 位:百 万台湾元 カッコ内は市場比率%)

品 目 家電製品 情報機器

年/市場 国 内 海 外 国 内 海 外

1989

1990

1991

1992

1993

7245.7(89.1)

5797.8(90.0)

5589.3(90.0)

7278.8(92.1)

6956.5(94.5)

881.9(10.9)

644.8(10.0)

620.9(10.0)

620.9(7.9)

405.6(5.5)

884.4(7.8)

1224.8(10.9)

1174.1(8.4)

1238.2(7.5)

1377.8(9.1)

10489.4(92.2)

10061.5(89.1)

12850.6(91.6)

15351.3(92.5)

13781.7(90.9)

出所:図1に 同 じ。
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通信工業公司も1990年 に33億 余台湾元(前 年比38.9%増)の 大増収を果たして以来堅調な営業実

績を示 してお り,今 後はこれらの企業への傾斜的資金投入 を実施 しつつ,研 究開発 と海外マーケ

ティング事業を推進する必要があると思われる。[・1g]

海外マーケティングについては,中 核企業大同公司 の1992年 海外取 り引 き額 は営収総額 の

47.9%を 占めていた。シェアの内訳は北米70.2%,欧 州12.1%,東 南アジア10.1%,ア フリカ

2.5%,極 東地域1.5%で あった。[刻 ここ数年米国市場 での業績は比較的安定 してお り,主 とし

てOEM生 産によるパ ソコン,周 辺機器の輸出は拡大の一途にある。(1991年5億1540万 ドル,

1992年6億1840万 ドル,い つれ も全製造業中2位 。)た だ,NAFTA発 足後の北米大 陸では

ローカル ・コンテンッの引上げ等,ア ジア製品の実質的輸入規制が強 まってゆ くことが予想され,

海外主力市場の北米での競争はますます激化 してゆ くだろう。大同集団にとっては,海 外市場の

いっそうの多角化が至上命題である。例えば,欧 州市場では1981年 に英国デッカ社の買収 を皮切

りに,パ ソコン販売を主体 としたマーケティング活動は急ピッチに展開してお り,1994年 現在で

英国,ル クセンブルグ,ド イッ,ハ ンガリーなどにも支社 を拡大 しているが,そ れでもなお,大

同公司の対欧州輸出は対北米に比べて規模が小 さい。r21]また日本市場では,消 費不況の中でO

EMに よる低コス トの海外調達パ ソコン需要はむしろ拡大 してお り,台 湾からのコンピュータ輸

出は1991年 の8000万 ドルから,1992年1億2200万 ドル,1993年 上半期だけで1億 ドルの大台に乗

るなど総 じて堅調に推移 している。大同公司の対 日輸出も1993年 には前年比218.6%の 増加(全

製造業中3位)な ど・健闘の後が伺 われ[・22],これが1991年(前 年比プラス18.14%),1992年(同

プラス16.15%)の 営業収入業績の回復 に大 きな貢献 となったことは疑いえない。

ただ以上の業績回復 も,大 同のライバルとなった新興財閥宏碁電脳集団(AcerIncorporated

Group)に 比べ ると,や や色あせたものに映 らざるを得ない。同集団の中核企業宏碁電脳公司の 馳

1993年 営収総額は193億3500万 台湾元(前 年比55.8%増)だ ったが,う ち9割 以上の175億2100万

台湾元 を輸 出によって稼 ぎ出してお り,同 年の輸出入貢献企業ランクでは前年7位 から一挙に2

位に躍進 している。(ち なみに大同公司は5位 で,前 年2位 から後退。)対 日輸出でも大同公司 を

抜 き,前 年比224.9%増(全 製造業中2位)と 好調だし[割、米国では現地子会社 に全面的に商品

開発を委ねるという柔軟性を発揮 して作 られたマルチメディア対応の低価格多機能パ ソコン,い

わゆる 「ブラック ・ホーム ・コンピュータ」のリリースによって,宏 碁電脳公司は1994年 には米

国市場の2.5%に までシェアを拡大(前 年シェアは1.7%)し た。 こうした経営戦略 と実績ゆえに,

「Acerは米国市場で本格的に競合出来るアジアで初めてのコンピュータ ・メーカー」 とまで言わ

れるに至っているのである。p24]宏碁電脳集団のこのような台頭 と急追ぶ りは,大 同財閥にとっ

ては大 きな脅威に違いない。

大同財閥にとっての今一つの課題は,発 展途上諸国への市場開拓努力である。1970年 代か ら本

格的に始まったこの経営努力は,現 在ではシンガポール,香 港,韓 国,マ レーシア,タ イ,イ ン

ドネシア等の事業所の他,・フィリピン,イ ンド,セ ン トルシア,グ アテマラ等の華人,現 地資本

との提携関係 といった形で結実 し,電 気釜,白 黒テレビ等の販売活動が展開されている。圏 今

後は,特 に経済発展とともに消費需要の急激な拡大が予想で きるASEAN諸 国,中 国への展開

がカギとなるだろう。なお中国大陸への投資は,台 湾当局が安全保障の見地か ら家電 ・自動車産

業の大規模投資禁止措置(1992年2月)を 打 ち出 して以来,依 然 として規制が厳 しいものの,中

華映管公司が福建省福州市 に事業所を開設 しディスプレイ装置の製造準備を進めている。生産 コ

ス ト面での競争 に打ち勝つためには,部 品組立て等の単純作業工程 を主体 とする商品製造主力は
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将来的に大陸ヘシフ トする可能性が高 く,大 同企業集団の生産拠点多角化動向 も,今 後大いに注

目されるところである。

第3節 遠東企業集団のグローバル ・マーケティング

遠東財閥(Far-EasternTextileGroup)は,1992年 現在25社 を束ね,資 産総額1678億1900万 台湾

元(企 業集団中5位),営 業収入611億9200台 湾元(同8位),総 従業員数1万6398人(同6位)

を誇る大型企業集団であ り,同 集団の中核企業遠東紡織股扮公司は創業以来,業 界の トップ企業

として台湾繊維業 に君臨 してきた。総帥徐有痒氏 は江蘇人であ り,国 民党の渡海 とともに遷台 し,

綿糸,衣 料品製造事業に乗 りだした。1954年 に現在の遠東紡織公司を設立,以 来1960年 代中期 に

は紡績か ら織布,染 色,製 衣に至る一貫的生産体制を台湾 に初めて樹立することに成功 した。ま

た,1960年 代末からは化繊部門にも本格的に参入し,十 年 をかけて同部門の垂直的一貫生産を実

現するとともに,1971年 には高雄楠梓輸出加工区に 「富国製衣公司」を創業 して輸出業務を本格

化 させた。さらに1982年 か らは"Escall"ブラン ド名による自社 ブランド製品の販売,輸 出を展開

している。現在では遠東紡織公司を中心として,繊 維産業内では化繊,紡 績 染色,製 衣の四部

門において,ユ ～2位 の営業収入を誇 っている。

また,遠 東財閥は複合的多角化経営のパイオニア的存在 として も知 られた企業集団である。す

なわち,同 集団には遠東紡織公司の他 にサブ中核企業として,セ メント・建設業の亜州水泥公司 ,

百貨店 ・流通販売事業の遠東百貨公司の二大企業(い つれ も株式公開会社)が あ り,そ れぞれが

独立採算制で運営されているが,集 団傘下企業は前記三会社のうち,少 なくとも一つの統轄下に

あ り,集 団内の母子関係が非常 に明確である。集団全体の営業収入においても,前 記三社で70%

以上を占め(1992年 実績),文 字通 り中核体を成 しているが,近 年では更に観光業,金 融業への

事業展開にも熱をあげている。

同財 閥の経営権は既に第二世代へ と移行 しているが,二 人の子息のうち徐旭東氏(長 男)が 遠

東紡織,遠 東百貨を,徐 旭時氏(次 男)が 亜州水泥,富 民運輸(資 材運輸業)を 統 っており,遠

東紡織が水泥 ・百貨公司の多数抹 を掌握(持 ち分はそれぞれ26.3,21.0%一 いつれも1992年 時)

することによって集団全体の管理中枢機能 を担 う。繊維,流 通百貨,建 設業の三部門を束ね,そ

れ らを基幹とした関連産業への事業拡大動向こそが 「複合的多角化」の意味であり,遠 東財閥の

傘下企業増加は,中 核三企業の事業拡大の必要性から派生 した有機的経営関係の発展 に他ならな

かった。(図3参 照)

遠東企業集団の最近7力 年の経営財務状況は,表13に 示すごとくである。1980年 代後期 より繊

維部門,百 貨店業界の国内競争は激烈であり,1986年 の営業収益はわずかに前年比1.5%増 に留

まった。翌1987年 の業績回復は主に国内建設市場の活況による亜州水泥公司の増収に支えられた

ものであり,遠 東紡織公司に限れば労働 コス トの上昇や通貨高などのマイナスの影響 もあ り,国

内生産の停滞が目立つようになった。1990年 の営収減はこれに加えて遠東百貨台中店の火災,傘

下企業裕元投資公司,遠 鼎投資公司の減益が響いた結果であった。もっとも,自 国通貨高傾向は

輸入コス トの削減を同時に意味 してお り,海 外からの原料や生産拠点シフ トの結果逆輸入 される

自社製品のコス トダウン効果によって,1988～1989年 の純益率は改善を見たものの,1990年 の減

収はこれを相殺 して しまった。また1991年 以降も,傘 下企業の安和製衣公司,百 鼎投資公司など

の業績不振により,営 収,純 益率の低迷が 目立っている。1988年 には増資が行なわれ自己資金率

の増加が図られたが,遠 東財閥としては,自 己資金余裕の大 きいこの数年のうちに,海 外への生
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図3.遠 東企業集団の 「複合的多角化経営」の構造

(主要企業のみ、矢印は資本、財・サービスの関係を示す。)

富民運輸

(運輸)

＼

/

遠東紡績

(繊維・株式公開)

亜州水 泥(セ メ ント建設 ・株 式公開)〈 一一 〉

/
一 →

遠百企業

(百貨分配)

(中核)

＼

/(サ ブ中核)

遠東国際銀行

(金融)

‡

亜州水泥

シンガポール

(セメ ン ト建設)

遠東百貨(百貨店・株式公開)

コ ロ

iハ ワ イ遠東百貨i

/::

1(サ ブ中核)

マ レー シア

ガーメ ン ト

(製衣)

←
フ ィリ ピン原料

プ ラン ト

(化繊原料)

裕民広告
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＼ ロサ ンジェルス

遠東百貨

出所:中 華微信社 、前 掲書 より作成

表13遠 東企業集団の経営業績と財務状況

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992

営業収益成長率(前年比)(%)

純益率(%)

自己資本利益率(%)

自己資金率(%)

1.51

11.99

21.41

42.93

31.14

21.07

37.83

43.45

23.73

30.26

32.43

71.98

29.13

46.10

49.92

65.16

一5
.39

22.41

18.41

60.82

4.59

18.99

15.40

55.27

4.01

14.70

10.99

53.31

出所:中 華徴信社,前 掲書より作成

産拠点拡散 を進める一方,国 内においては高付加価値商品製造にむけたいっそうの研究開発の必

要性に迫 られていると言えよう。

同企業集団中の亜州水泥公司(設 立1952年)は1992年 現在新竹,花 蓮,基 隆など国内6ヶ 所に

プラントを持ち,セ メン ト年産約270万 トン,台 湾水泥公司(辜 氏財閥企業)に 次 ぐ国内第2位

のセメント関連製品メーカーである。台湾の内需は当面拡大すると予想 され,建 設業活況下での

公共事業受注などに依拠 して業績は今後も安定 しよう。ただし,環 境規制の強化に伴 う工場立地

上の制約は大きく,1964年 以来操業しているシンガポール工場(セ メント年産40万 トン)以 外に

も海外生産拠点作 りを急いでいる。遠東紡織公司については主力製品であった化繊,ア パ レル生

産が国内では次第に斜陽産業化 してお り,し かも中国大陸やASEAN諸 国からの低価格商品の

流入による過当競争情勢のもとにあって,近 年では国内工場施設更新時の自動化,製 品規格の標

準化などによるコス ト削減に取 り組んでいる。また1989年 にはフィリピンに化繊原料プラン トを
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操業 させ,重 要な海外原料基地とするとともに,フ ィリピン製衣工場(設 立1986年),マ レーシ

ア製衣工場(マ レーシア ・ガーメント社,シ ンガポール華僑資本との合弁,設 立1963年)な どの

ASEAN諸 国に展開した生産拠点 と連動 させることによって,域 内にまたがる一貫生産体制を

確立 した。今後はいっそうのアウ トソーシングと現地マーケット拡大のために,東 南アジア地域

への生産拠点シフ トを進める経営戦略である。

またこれに並行 して,製 品の付加価値 を高め,中 ・高級衣料品を海外市場,特 に先進諸国市場

にいかに売 り込んでゆくかが大きなポイン トとして浮上 しつつある。 というのも,遠 東紡織公司

の輸出額は1991年3億5830万 ドル(全 製造業中8位),1992年3億8830万 ・ドル(同6位)と 堅調

に推移 したものの,1993年 には輸出の停滞が顕在化 し,3億3346万 ドル(同14位)に ダウン,自

社 ブランドに限っても1992年 実績1億6760万 ドル(全 製造業中の自社 ブラン ド輸出1位)か ら

1993年 には7080万 ドル(同2位)へ と半減 した。 これはとりもなおさず,自 社ブラン ド製品の国

際的競争力不足を物語るものであ り,国 際市場における販売力強化が急務の課題であることをう

かがわせる。同公司の営業収入に占める海外輸出比率は1992年49.52%,1993年47.80%で あ り,

しかもアジア市場(日 本除く)ウ エイ トが高 く,対 先進諸国マーケティングの不足感 は否めない。

こう した状況を反映 して,同 公司の1993年 め営業収入は202億8700万 台湾元(前 年比 マイナス

4.79%)に とどまった。r26]現在では先進諸国マーケティングの布石 として,欧 州での5千 万 ド

ル分の債券発行や日本,フ ランス,英 国,米 国での金融事業を展開している(い つれ も1991年 よ

り)が,今 後は繊維部門自体での合弁事業を進め,川 下部門,特 にデザインノウハウや染色方面

の高度技術移転 を積極的に図ることが:重要となるだろう。

さらに,国 内マーケティングでは同企業集団の特徴である複合的多角化のメリットをいかに効

率良 く活用できるかが大 きなポイン トである。たとえば,遠 東百貨店との物流提携をいっそう深

め,生 産から流通販売までの一貫 システムをより強固に確立で きれば,マ ーケティングの成功確

率は格段 に高 くなる。というのも,1992年 現在で遠東百貨公司は国内10店 舗(台 北市内2,北 部

区4,中 部区1,南 部区2,東 部区1)と 米国2店 舗(ハ ワイ,ロ サンジェルス)と いう,総 じ

て高い販売シェアを誇る有数の百貨店ネットワークと,ス ーパーマーケッ ト業を核にした一大流

通機構 を有してお り,営 業収入額においては小売業界第2位(1993年 で140億5300万 台湾元,統

一超商公司に次 ぐ)の 位置 を占めているのである。(表14参 照)e27]同 公司の 『公開説明書』(株

式総会報告書 ・1993年版)に よれば,1992年 の総売 り上げは前記10店 舗の他,関 連店舗分を含め

て129億6300万 台湾元だったが,う ち衣料品の占める割合は58.34%で ある。また遠東紡織公司が

同百貨公司に卸 した自社製品は1991年1億4849万 台湾元,1992年1億2391万 台湾元 と漸減 してお

り,「複合的多角化経営」の旨味が充分に発揮 されているとは言い難い。遠東紡織公司 としては

筆頭株主 として,よ り洗練 された高規格商品の開発努力を惜 しまず,消 費ニーズに対応できる自

社 ブランド商品をより多 く百貨公司に卸すことで,後 者の流通販売網を駆使 した国内マーケティ

ングを展開することが可能なはずである。

一方の遠東百貨公司は
,こ れまでマーケティング上関心が薄かった東部地区にも1991年 に花蓮

支店を開業 し,"東 部戦略"に も本腰 を入れ始めた。 また系列 の遠百企業公司を中心 としたスー

パーマーケット業への事業拡大や先進諸国サービス業界 との提携,米 国2店 舗での経営ノウハウ

の吸収などに見 るように,廉 価な商品需要 と高級化指向とい う,消 費ニーズの多様化をふまえた

経営努力 には評価すべ きものが多 くある。 こうした努力 こそが,「 そごう」,「三越」などの日本

資本系百貨店 とあ小売競争を勝ち抜 く上でのコス ト削減や効率改善 に寄与する道であることは言
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表14遠 東百貨店の営業額と各地区における販売シェア

(単位:百 万台湾元,シ ェアは%)

地 区 店 舗 名 1990 1991 1992

台北市 遠東仁愛 671.9 691.0 654。3

遠東寶慶 2148.3 1441.8宰 2627.4

遠東百貨店総計(A) 2810.2 2132.8 3281.7

台北市百貨店営業総額(B) 22922.0 25614.6 30349.2

シェア(A/B%) 12.3 8.3 10.8

北部区 遠東板橋 1028.3 907.1 1017.9

遠東桃園 1176.6 1195.8 1269.2

遠東中堰 907.4 887.3 961.2

遠東新竹 760.3 799.6 958.0

遠東百貨店総計(C) 3771.6 3779.8 4206.3

北部区百貨店営業総額(D) 4425.8 5307.5 5844.9

シ ェ ア(C/D%)・ 85.2 71.2 72.0

中部区 遠東台申(E) 144.3料 375.6 447.7

中部区百貨店営業総額(F) 6351.7・ 7634.5 11141.1

シェア(E/F%) 2.2 4.9 4.0

東部区 遠東花蓮(G) 一
360.9榊 438.7

東部区百貨店営業総額(H) 一 360.9 438.7

シェア(G/H%) 一 100.0 100.0

南部区 遠東嘉義 519.0 515.7 878.3

遠東台南 1181.7 1237.5 1538.8

遠東百貨店総計(1) 1700.7 175$.2 2417.1

南部区百貨店営業総額(J) 2497.6 2633.4 3550.7

シェ ア(1/J%) 68.1 66.6 68.1

注:*改 装のため4～6月 部分閉館,9～12月 全面閉館。**5/9開 業。

***2/1開 業。

出所:台 湾研 究所 『台湾総覧』各年版 よ り作成

うまでもない。[・28]

さらに近年の注 目される動 きとしては,金 融 自由化の趨勢の中で,市 中銀行 として遠東国際銀

行を1992年 に創設 し,銀 行業に本格的な参入を果た したことである。将来的には同社を中心 とし

た金融コンッェルンへの移行を遂げることで 「複合的多角化経営」の完成を目指すという遠東財

閥の経営展望は,こ れによっていっそう明確 となったのである。遠東企業集団は,生 産拠点の海

外シフトと以上のような流通販売,金 融部 門の強化 を支えとして,生 産か ら販売 にいたる一貫的

経営体制の合理化 をいっそう追求 し,彼 らの複合的多角化経営をさらに洗練させてゆ くことで,

内外での企業間競争を勝ち抜 く戦略を採ってゆくであろう。

む す び

本研究のケースタディーは台湾企業集団のうち,ご く一部の企業戦略 とマーケティング努力 に

関するものに過 ぎない。 しかし他の企業集団にして も,彼 等を取 り巻 く経営環境 は基本的には変

わってお らず,生 産拠点体制のあ り方やマーケティングの再構築を例外無 く迫 られてV、る。大同
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や遠東財閥に見るごとく,企 業集団全体でのグローバリズム化やコングロマリッ ト化あるいは金

融 コンッェルン化は,厳 しい競合事情下にあっては生 き残 りのための基本的戦略であ り,大 型財

閥といえども,こ うした方向性 を持 たず しては内外市場への参入の拡大は困難であろう。

ただ台湾の企業活動を総体 として捉えた場合,今 後考慮すべき課題が少なくとも2点 あると考

えられる。第一は,現 在台湾に吹 き荒れている"大 陸熱",す なわち中国大陸への投資拡大傾向

が生産技術や経営資源の移転 を急激に推 し進める結果,大 陸産品の品質向上が進み,台 湾製品と

の競合がいっそう激化す るだろうことである。台湾投資審議会の発表によれば,台 湾か ら大陸へ

の投資は1993年 末までに9830件,総 額で35億8960万 ドルに達 してお り,業 務内訳でも 「電子 ・電

気製品」(14.0%),「 プラスチック製品」(15.7%)な ど,今 日の台湾の主力的輸出産業 も少な く

ない。p2g]しか も,大 陸への投資規制を定めた現行の 「在大陸地区投資 ・技術合作許可弁法」

(1993年3月 改定)で は,間 接投資 を捕捉するための第三国での子会社(事 務所)設 立義務 を,

投資額百万 ドル未満の案件については免除 している(第 四条)た め,中 小企業による小規模投資

の捕捉はほとんど不可能であり,中 国大陸への投資はより巨大な額に達 している可能性が高いの

である。(ち なみに中国側の発表 によれば,1992年 末での台湾からの投資は契約ベース累計で1

万34件,総 額で84億7680万 ドル,ま た実行ベースでも1993年 までの累計で51億960万 ドルとなっ

てお り,台 湾側の発表値 とは乖離が見 られる。r3。])台湾側の対大陸交渉の窓口である海峡交流基

金会と経済部中華経済研究院の調杢報告によれば,近 年の大陸投資には,

①投資額数十万 ドル,期 間数十年 といった大型化,長 期化の傾向,

②労働集約的業種か ら技術集約的業種への移行,

③投資主体の拡大,一 社単独から大手企業集団,香 港企業との共同投資など,集 団的投資の増加,

④対象が最終製品加工(川 下)部 門か ら原材料 ・部品生産(川 上)部 門にまで遡上拡大する,一

等の傾向が見受けられると言う。[・3、]

今後,中 国政府の金融引き締め策などによる一頓挫はあるにせ よ,少 なくとも長期的趨勢から

すれば,生 産コス トや立地上の優位に根差 した大陸への台湾資本の進出は着実に増大 し続けるだ

ろう。[・32]

そ して,こ の傾向が定着するならば,技 術 と経営資源の移転は必然的に加速され,台 湾国内の

製造業者にとって大陸産品との競合は不可避 となる。既に靴や傘製造など,幾 つかの軽工業品目

については大陸商品との競合で劣勢な状況が生起 している中で,行 政院経済建設委員会は1993年

4月 に,「 中国大陸は近い将来,台 湾の輸出ライバルとなる可能性が大 きく,本 国の製造業者は

大陸同業者か らの挑戦に対応すべ きである」 とのコメントを発表 したが,そ れは以上のような動

向への危機意識を反映 したものと考えられる。もちろん,WTO(世 界貿易機構)へ の早期加盟

を目指す台湾にとって,こ こで言 う 「対応策」にあたるものが資本流出規制ではなく,開 放的経

済 体制の中にあってもなお国際競争力を保持出来るような製造業の高付加価値化追求にあること

は論 を待たない。同委員会では1993年7月 に 「経済振興法案」を策定 し,重 要科学事業への免税

や投資減税,外 国企業 との工業協力制度,民 間との協力 によるR&D費 支出の増額,科 学工業園

区の拡大などを通 じての大陸製造業 との 「生産品目の棲み分け」を志向する旨を明らかにしたが,

財閥企業集団として も,大 陸への投資の一方で,政 府指針に対応 した諸策,例 えば外資合弁によ

る技術移転の積極化や衛星中心制度 を通 じた中小企業の系列化,サ ポーティング ・インダス ト

リーズの育成などの経営努力 をさらにいっそう進める必要に迫 られているのである。

第二は,内 需主導型経済へのソフ トランディングを進める上で不可欠な対 日貿易インバラスの
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改善である。輸出指向工業化期 を通 して構造化 されて しまった日本資本への中間財 ・資本財,高

度技術部品依存体質を打破するため,現 在台湾では官民一体 となって研究開発体制の整備や合弁

方式 による技術移転推進などの施策に取 り組んでいる。日台合弁企業誘致を図るため,経 済部が

音頭を'とって 「アジア太平洋投資公司」(出 資率台湾企業7割,日 本企業3割)が1995年 に発足

したことなどは,そ の具体的事例 として評価で きるもめである。しか し,輸 入の削減 を第一義 目

的とする形での官製施策は,い わば消極的性格を帯びたものであり,む しろ重要なのは,輸 出拡

大を目指 した民間企業か らの積極的な対 日マーケ ット拡大の姿勢であろ う。この点に関しては,

台湾企業の努力は総 じて乏 しいと断定せざるをえない。一例として,経 済部投資審議委員会が捕

捉 した1993年 の日本への大型投資は12案 件,総 額6329万7000ド ルだったが,こ れは同年台湾の海

外投資総額16億6000万 ドル(た だ し,大 陸への投資 を除 く)の わずか3.8%に とどまっていた。

[・33]また,台 湾外資協会(民 間)に よる調査 によれば,1992年 末時点で日本 に本格的な支社 を持

つ台湾企業は30社,こ れに大阪の台湾貿易センターにある事務所19カ 所 を加えても,極 めて少 な

い という結果が出ている。[拿34]しか も財 閥系企業 といえ ども事業規模 は小 さく,収 益率の劇的な

向上は期待 しがたい。収益率が低いがゆえにマーケティングの主眼が他国に置かれ,日 本市場 自

体のマーケティングがますます消極的になってしまうという悪循環に陥っているのが実情であろ

う。このような消極的傾向は,韓 国の財閥,た とえば三星財閥中核の三星電子社が日本のオーデ

ィオメーカー ・ラックス社 を買収 し,日 本 のオーディオ市場に本格的に参入 しようとする積極果

敢な企業戦略とは,著 しい対照を成 している。1993年,ア ジア企業 による対 日直接投資は前年比

4.9倍 の4億6000万 ドルに達 したもののp35],台 湾か らの投資に大型プロジェク トと呼べるものは

少な く,台 湾財閥の対日マーケティング努力が依然限定的で しかないことを物語っているのであ

る。

以上のような課題 をいかにクリアー出来 るかが,台 湾財閥の今後を占う上では重要なファク

ターとなるだろう。そ して,台 湾財閥が展開するグローバル ・マーケティングの成否如何が,こ

の国を成熟工業国家 に飛躍させるか否かの鍵 となることもまた疑いえない。米国工一ル大学のG .

レイニス教授 は近著の中で,「 かつてS .ク ズネッッ博士が経済成長の特質か ら設定 した類型的

分類を適用するならば,今 日の台湾経済は限 りなく成熟工業国家群の域に近づいている」 と,台

湾経済の現段階を描写 したがレ36],実際の ところ,こ の国が真に先進工業諸国の一員 として認知

されるまでに越えるべ きハー ドルはまだまだ高いのである。

(了)1995/5/31

〈付記〉拙文は1994年 度文教大学国際学部共同研究 「中国経済の活性化 と国境貿易の発展 一中国

の南北辺境 から見る」(代 表:丸 山鋼二助教授)の 一環 として,訪 台時(1994年7～8月)に 行

なった基礎調査 をもとに執筆 した。研究の全体的成果については,併 せて 「中台両岸経済関係 と

アジア大平洋オープン ・リージョナリズム」(梅 津和郎編著 『アジア太平洋共同体』収所,晃 洋

書房,1995年12月 刊)を 参照 されたい。

*註

(1)数 値 は 「一 九 九三 年 の 日台 貿 易 」(交流 協 会 刊 『交 流』 第485号,1994年4月)お よび 「対 日貿 易 赤 字 に い つ サ ヨ

ナ ラす るか 」(同誌,497-499号,1994年11、2月)に 拠 る。
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(2)台 湾経済部投資審議委員会承認額。交流協会刊 『交流』第482号(1994年3月)よ り。

(3)行 政 院経済建設委員会,TaiwanStatisticalDatabook1994よ り。

(4)経 済部中華経済研究院が1991年 におこなった調査によれば,同 年の台湾からの対米輸出品1815品 目のうち,

電気機器,繊 維製品などでは大陸との競合が目立ち,靴,帽 子,傘 などではすでに大陸製品が優位に立ってい

るとの指摘がされている。詳 しくは拙論「中台両岸経済関係 とアジア太平洋オープン・リージョナリズム」,梅

津和郎編著 『アジア太平洋共同体』収所(晃 洋書房,1995年12月 刊)参照。

(5)台 湾の実質国内支出の構成別寄与度における輸出のウエイトは,1987年 の11.0%か ら漸減 し,1988年3.5%→

1989年3.3%→1990年0.8%→1991年7.2%→1992年3.9%→1993年4.2%と,総 じて低 レベルにあ り,1987年 以降

はいつれも内需寄与の割合が上回っている。日本銀行刊 『外国経済統計年報』1993年版 より。

(6)台 湾行政院経済建設委員会 『一九九三年国家建設計画』より。なお,内 需拡大と国家建設六ケ年計画につい

ては拙論「学習モデルとしてのNIES」,梅 津和郎編著 『新開発経済学』所収(晃洋書房,1993年6月 刊)参 照。

(7)台 湾経済部中小企業處刊,『 中小企業白皮書』(1993年10月)参 照。経済部による「中小企業」の定義では,製 造

業においては実収資本4千万台湾元以下,資 産総額1億2千 万台湾元以下,商 業 ・サービス業においては営業収

入4千 万台湾元以下の企業を指す。

(8)中 華徴信社刊,『 台湾地区集団企業研究』によれば,「企業集団」と認定できるのは,構 成企業数3社 以上,結

合方式で被投資会社の50%以 上 を所有,相 互投資では25%以 上 の株式を保持 しあう。或いは当該企業 と核心企

業の資本額が半数以上同一株主,又 は役員が半数以上同一人物であること等,財 務条件として集団の資産総額

及び年度営業収入が各々4億 台湾元,も しくは両者の合計が10億 台湾元以上等の条件を満たすものである。詳

しくは拙論「台湾の財閥と商社」,梅津和郎編著 『発展途上緒国の財閥と商社』収所(晃洋書房,1992年6月 刊)

参照。

(9)一 例 として,1985年 に発覚した「十信事件」がある。公営信用合作社(信 用組合)台北第十合作社の不正融資と

経営危機事件で,こ れを契機として,同 合作社を事実上支配していた巨大企業集団国泰グループは崩壊 した。

中華徴信社,『 国泰集団専案研究』(1985年)参 照。

(10)徐照彦,「台湾経済における市場構造 と巨大企業の位置」,国際経済学会編 『国際経済』第39号(1985年)。

(11)台湾財政部統計處,『 中華民国統計月報』1991年12月 号。

(12)註(7)資 料 。

(13)東洋経済新報社,『 アジア会社四季報』1993年 版。

(14)数値 は註(8)資 料(1994/95年 版)に拠る。

(15)井上 隆一郎,『 アジアの財閥と企業』(日 本経済新聞社刊,旧 版一1987年,新 版一1994年)に 詳しい。

(16)雑誌 『天下』,「一千大製造業排名」特集(1994年6月10日 号)。

(17)台 湾行政院主計處発表によれば,1992年 における台湾国内の主要電化製品普及率は以下のとお り。カラー

TV99.3%,冷 蔵庫99.1%,家 庭用ビデオ72.8%,エ ァ コン58.0%。 台湾研究所,『 台湾総覧』1993年 版に拠る。

(18)1994年8月12日 付「台湾経済日…報」紙。(台北)

(19)数値 は註(8),(16)資 料,及 び大同公司 『民国八十二年年次報告書』(1994年6月)等 に拠る。

(20)註(13)資 料 に同じ。

(21)大 同公司の1992年 対 欧州輸出は7910万 ドル(全 製造業中8位)で あった。交流協会,『 交流』第468,469号

(1993年7月)。

(22)交流協会,『交流』第476号(1993年11月)お よび第491号(1994年7月)。

(23)註(16),前 註資料より。

(24)"AceintheHole,"跖 θ1勉rε衂'θ7ηEcoηo〃z∫cRθレ∫θw,Vol.158,No.4Jan.,26.Hongkong,1995,
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(25)1991年 末 現 在,提 携 関 係 を結 ん で い る発 展 途 上 諸 国 の企 業 名 は以 下 の とお り。 フ ィ リピ ンー標 準 電 器 公 司,

太 陽工 業 公 司,MVR,イ ン ドネ シ ア 、ndomachinePTBD,イ ン ドーSAMTEL,タ イー輝 利 公 司,セ ン トル シ ア

ーTechmatics
,グ ア テマ ラ ーTelemund。 『台 湾 総 覧』1992年 版 よ り。

(26)ち なみ に,1993年 自社 ブ ラ ン ド輸 出 第1位 は信 功 実 業7080万 ドル 。 『交 流 』 第491号(1994年7月)及 び第495号

(1994年10月)に 拠 る。

(27)註(16)資 料 に同 じ。

(28)遠 東 百 貨 公 司 で は 日本 へ の 幹 部 派遣,サ ー ビ ス訓 練研 修 な どを進 め,い わ ゆ るcustomerssatisfactionの 充 実

に力 をい れ て い る。台 北 市 で は既 に売場 面 積 が5千 一1万2千 坪 の大 型 百 貨 店 も続 々 と現 わ れて お り,台 北 駅 前

の 新 光 三 越百 貨 店 な どは 台北 一 の ノ ッポ ビル(244m)に13階 の堂 々 た る 陣 容 を整 え,同 市 で の"流 通 戦 争"に 勝

ち抜 こ う と して い る。 遠 東 百貨 店 と して も,売 場 面 積 の拡 大 は急 務 の 課 題 で あ ろ う。 さ らに,同 公 司 で は フ ラ

ン ス の プ ロモ デ ュ ・グル ー プ との 提 携 を進 め,台 南市 に 超 大 型 スー パ ー マ ー ケ ッ トの 建 設 に乗 り出 す な ど,

ス ー パ ー業 界 で の事 業 拡大 も急 ピ ッチ に進 んで いる 。

(29)註(2),(3)資 料 に拠 る。

〈30)中 国対 外 貿 易経 済 合 作部,『 中 国対 外 貿易 年 鑑1993/94』 お よ び 中国 国家 統 計 局,『 中国統 計 年鑑:1994』 に拠 る。

(31)註(17)資 料 。

.(32)中 国 政府 の金 融 引 き締 め措 置 の影 響 か ら,1994年 第一 上 四 半 期 の 台 湾企 業 の対 大 陸投 資 は 申請 件 数 で 昨 年 同

期 を2割 が た 下 回 っ た とい うが,1993年 同期 は 大 陸投 資 許 可 弁 法 の 改 正 期 と重 な って お り,単 純 な比 較 は 出 来

な い 。 た だ,大 陸 側 の 経 済政 策 に台 湾企 業 の大 陸投 資が 影 響 を受 け る こ とは,少 な く と も短 期 的 に見 れ ば 充 分

にあ りう る こ とで あ る。1994年6月14日 付 「日経 」紙 。

(33)註(2)資 料 に同 じ。

(34)台 湾 研 究 所,『 台湾 総覧 』1993年 版,「 ニ ュ ース 要録 」よ り。

(35)1994年6月6日 付 「日経 」紙 。

(36)Ranis,G.,距 加 αη,酢 αηDθvε10p'ηg'oハfα ∫配アθEcoη αηy,Chap.1,WestivePress,Oxford,U.K,1992.
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